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また、新型コロナの感染拡大が落ち着き、

外食産業が回復基調にあった矢先、今年１月

８日に農林水産省はイタリアからの豚肉等の

一時輸入停止措置を講じた。北イタリアピエ

モンテ州の野生イノシシからアフリカ豚熱が

確認されたためだ。

2020年のイタリアからの豚肉等輸入量は7,088

トン、豚肉加工品の輸入量は3,144トン（財務省

「貿易統計」）であり、日本国内のシェアはそれ

ぞれ0.78％、1.40％と小さく、影響がないよう

にみえたが、取引先から「生ハムは大丈夫な

のか？」「骨付きのモモは手配できるのか？」

などの問い合わせを受けた。国産食肉を主軸

に仕事をしている我々は、イタリア産の輸入

停止の影響ということが即座につながらなか

った。

あるレストランのシェフは、「自分で生ハム

をつくろうかと思うから、皮つき（湯はぎ）の

骨付きモモを手配して」と言い、「営業時間制

限もあるから、本格的に生ハムづくりを考え

ている。ワインセラーを使って熟成させるん

だ。施設も考えないと」と続けた。コロナ禍

で大きな打撃を受けた外食産業だが、将来へ

の布石と、商品の形を自ら変えてお客様へ価

値を提供する姿に胸を打たれた。

このように環境の変化を価値に変えていく

力が問われている。しかし、変わらないこと

も大切にしたい。それは、生産者、加工・流

通部門と消費者が、価値を共有することだ。
（おがわ　けいすけ）

長引く新型コロナウイルスの感染拡大が、

「新たな生活様式」「新たな働き方」の変化を加

速させている。そのなかで、未来に向けた変

化に対応する力、変化を価値に変えていくこ

とが必要だと改めて感じている。

コロナ禍前から、食肉業界は、国内の豚熱、

アジア・欧州のアフリカ豚熱拡大により、国

内外で豚肉の生産基盤に大きな影響を受けて

きた。この状況下で安定的に豊かな畜産物を

届けることの難しさを感じており、生産・加

工・流通の各部門が役割を果たしていくこと

が求められてきた。

当社は、JA全農グループの全国畜産販売事

業を担い、生産者の付加価値を消費者・販売

先ニーズとマッチングさせることで「産直事

業」の取組みを拡大してきた。産地や消費地

とのコミュニケーションを大切にし、産地・

消費地の視察、販売応援によって肌感覚を共

有できる関係を太くし、消費者ニーズを反映

した付加価値づくりを進めてきた。その強み

が、新型コロナの感染拡大により、弱みに転

じる恐れがあった。

しかし、リモートでのワークスタイルが定

着するにつれ、リモートだからこそ可能にな

ることも発見した。例えば、衛生管理面から

豚舎内の視察はなかなか難しいが、リモート

であれば、リアルな豚舎の映像を共有し、タ

イムリーに生産者と交流ができる。このよう

に産地、取引先とも視察や学習会などを新し

い形で工夫しながら実施することができた。

JA 全農ミートフーズ株式会社 食肉事業戦略室　小川圭祐

変わらない価値へ
─ 豚熱、新型コロナを乗り越えて ─

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/




